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１．１ 将来ビジョン 

（１） 地域の実態 

 

①地域特性 

ア 地理的・自然的特性 

本市は、兵庫県の南西部、瀬戸内海に面した播磨平野のほぼ中央に位置し、東西の長さ約

36 ㎞、南北約 56 ㎞、総面積は約 534 ㎢で、人口約 53 万人を擁する兵庫県内第 2 の都市で

ある。 

北部は、豊かな森林丘陵地や田園地が広がるとともに、標高 700～900m 級の山並みが連

なっている。中南部は、JR 姫路駅を中心に市街地が広がっており、丘陵部が市街地内に点在

している。また、市川、夢前川、揖保川などの河川が南北に流れ、瀬戸内海には大小 40 余り

の島が群島を形成しており、市域は中国山地から瀬戸内海までに至る多様で豊かな環境に囲

まれている。 

気候は瀬戸内海気候に属し、年降水量、降水日数ともに少なく、四季を通じて温和な日が多

い、自然災害の少ない地域である。 

近年の人口動態を見ると、2011 年から自然増減がマイナスに転じ、2013 年には社会増減も

マイナスとなった。2018 年以降外国人の転入等で、再び社会増に転じているものの、特に 20

歳代の若者、とりわけ女性の純流出が顕著になっている。 

 

イ 産業構造 

本市は、第一次産業から第三次産業までバランスの取れた産業構造になっている。鉄鋼

業、化学工業、電気機械工業などを中心としたものづくり企業が集積しており、製造業の従業

者構成比は全国比を大きく上回っている。皮革、清酒、鎖、ボルト・ナット、菓子などの地場産

業も盛んで、商業おいては、本市が位置する播磨地域の中心的な役割を担っている。なかで

も、姫路のものづくり分野は全国・世界においてトップシェアを持つ企業が多数集積しており、

製造品出荷額等は全国 15 位と、ものづくりのまちとしての性格が強い。 

１．全体計画 
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一方で、本市のサービス業においては、観光業、とくに世界遺産・国宝姫路城の来城客

が、収入の大きなウェイトを占めている。過去 5 年間の入城者数は、城改修後のグランドオープ

ン（2015 年）をピークに毎年 150 万人以上を記録している。その外国人割合についても、年々

増加を続けており、2020 年 1 月までは、前年を上回る水準で推移していたが、2020

年 2 月以降は、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、前年度の 1,589 ,765

人を 41 ,694 人下回る結果となった。ポストコロナを見据えた時、この冷え込んだ需要を

回復させることは、本市の喫緊の課題である。 

 

ウ 国際交流都市としての姫路 

本市は、1965 年に初めて海外の都市（シャルルロア市（ベルギー））と姉妹都市提携を結んで

以降、現在では 6 つの姉妹都市・友好都市、2 つの姉妹城、1 つの観光交流協定を行ってい

る。このうち、2019 年 10 月のコンウィ城との姉妹城提携については、英国ウェールズ政府日本

代表から姫路城との相互交流を希望され、実現に至ったものである。なお、交流事業の内容と

しては、いずれも市内の中高生を「親善大使」として派遣し、各市からの相互派遣や視察訪問を

行っているが、令和 2 年度の海外姉妹都市派遣については、新型コロナウイルスの感染拡大

の影響により中止となった。現在は観光友好親善交流に重点を置いた交流を行っているが、今

後はこの提携を活用して SDGs に係る意見交換会や情報発信を行っていくべきである。 

 

（2016 年） 

出典：平成 28 年経済センサス－活動調査 
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エ 平和都市“姫路” 

白く輝く天守閣を持つ世界遺産・国宝姫路城。別名「白鷺城」とも呼

ばれる当市の誇るべき文化財は、他方で「平和の象徴」という、知られざ

る側面を持っている。第二次世界大戦時、戦禍を恐れた市民の手によ

り、白壁を黒い網で覆って２度の空襲を逃れた城は、焦土と化した街に

残った希望と「復興の礎」として、「二度と戦争をおこさない」という「平和

を祈る象徴」として、現在に引き継がれてきた。また、市内には「姫路市

平和資料館」の他、全国の空爆犠牲者を追悼し、世界の恒久平和を祈

念するため、一般財団法人「太平洋戦全国空爆犠牲者慰霊協会」の建

てた「太平洋戦全国戦災都市空爆死没者慰霊塔」があり、1956 年の建

立以来、毎年、執り行っている「追悼平和祈念式」には、内閣府をはじめ

とする多数の方々にご参列いただいている。更に 1957 年には「平和都市宣言」、1985 年には

「非核平和都市宣言」を行い、永久平和確立のために、邁進する平和都市であることを宣言し

ている。 

 

②今後取り組む課題 

本市は、森・里・川・海がつながる日本の縮図ともいえる美しく多様な自然環境を持ち、各

地域に伝わる祭りなど、貴重な歴史文化も有する。中でも、世界遺産・国宝姫路城は、日本が

世界に誇るネームバリューと集客力を備えた観光拠点として、まだまだ開発の可能性と、有効

活用の余地がある。 

ポストコロナ時代を見据え、まちが持続的発展を遂げ、都市の拠点性や自立した地域経済を

維持するためには、この唯一無二の強みを活かし、国内外にパートナーシップを構築すること、

そして、他国との国際交流を通じて市内の若者を育成し、高い意識と広い視野、SDGs マインド

を持って地域で活躍できる国際人材（＝グローカル人材）とすることが重要である。 

 

ア 定住人口の維持及び交流人口の増加による地域活力の向上 

将来にわたって、活力が溢れ、人が行き交う元気なまちを維持するためには、急激な人口減

少を避けるとともに、世代間のバランスが取れた、安定した人口構造を実現することが肝要に

なる。人口減少問題を克服するために「2060 年の定住人口が 47.0 万人」を目標とし、その通

過地点である「2030 年時点での推計値 51.8 万人」を目指す定住人口と定め、その実現に向け

て取り組んでいるが、山間部や島嶼部など周辺地区では過疎化が急速に進むと予想される。

今後、見込まれる人口減少は、地域経済の縮小などの影響をもたらすことが予測されるため、

旅行者などの国内外から訪れる「交流人口」を増やすことで、定住人口の減少を補い、地域の

活力の維持・向上につなげる必要がある。特に、生活習慣や食文化、宗教等の異なる外国人

観光客等の受入れについては、案内板やメニューの多言語表記などの環境を整備しつつ、お

もてなしを持って交流できる人材の育成が重要となってくる。 

一方、人口減少と少子高齢化の進行により、本市の地域づくりの担い手が不足するといった

課題に対し、姫路に所縁のある「関係人口」がその担い手となり、行政などとの協働によって地

域課題の解決に取り組む仕組みづくりも課題となる。 

 

 

太平洋戦全国戦災都市 

空爆死没者慰霊塔 
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イ 多様な人材を活用した地域活性化 

国立社会保障・人口問題研究所によると、本市の生産年齢人口は、2015 年から 2030 年に

掛けて 7.1％減少すると見込まれている。地域経済の担い手不足への対応について、ここ数年

は、外国人をはじめ、女性や高齢者の社会進出が高まるとともに、働き方改革や生産性向上

等の取組も促進されている。ポストコロナ社会を念頭に置くと、労働力の供給確保、特に 10～

20 歳代の若年層の流出基調を如何に反転させるか、そして、冷え切った観光関連産業をどう

回復させるかが、地域産業にとって重要なテーマとなる。その解決の一手として、後述の国際

パートナーシップの構築により、地域で活躍できる国際人材（＝グローカル人材）の育成や、海

外からのワーキングホリデーの受入等を通じた積極的な外国人材の獲得が重要である。姫路

で育った国際人材は、当市の魅力を世界に PR できるだけでなく、ジェンダーフリーな SDGs の

精神の根付いた暮らしやすいまちとして、国内の移住者に呼びかけてくれる。また、高度な専門

知識を有する外国人材を受け容れることで、従来にないイノベーションを引き起こす土壌を醸成

できる。 
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（２） 2030 年のあるべき姿 

姫路市は SDGs 未来都市を推進することにより、世界遺産国宝姫路城に頼るだけでなく、国

際人材を育成する先進都市を目指す。当市で郷土愛を育み、脱炭素型のライフスタイルを身に

つけた SDGs マインドを持つ若者が、姫路地域で活躍しつつ、ポーランドを始めとする東欧諸国

と本国をつなぐ「架け橋」となっている姿を目指す。 

 

【姫路市新総合計画】 

なお、当提案書提出に先立ち、本市では、2030 年度を目標年度とする新たな「総合計画（＝

姫路市新総合計画）」を策定した。 

 

  〈キーフレーズ〉 

 

 

世界遺産・姫路城をはじめ、豊    

かな歴史文化や産業、自然環境に 

恵まれたふるさと姫路を舞台に、多   

様な人が互いの命・くらしを大切に 

想い、支え合って、力強く輝く。そし 

て、播磨の交流拠点都市としての特 

徴を活かし、まちとまちの連携、ヒ 

ト、モノ、情報の活発な交流を通じ 

て、世界に誇れるまちの魅力や賑 

わいを創出し、持続可能で生涯安 

心して暮らすことのできる都市を目 

指す。 

 

【本市における行動指針】 

人口減少社会において持続可能なまちづくりを進め、都市ビジョンを実現するためには、市

民、地域コミュニティ、企業・団体、行政などの多様なステークホルダーが連携し、経済・社

会・環境のバランスを重視した限りある地域資源を最大限に活かすという理念が重要となる。

本市は、持続可能なまちづくりのベースと考えられる都市の重要な構成要素である「人」、「地

域」、「活力」、「土台」づくりに取り組むため、次の 4 つの「行動指針」を掲げている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ともに生き ともに輝く にぎわい交流拠点都市 姫路 
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【本市の 4 つの「行動指針」】 

多様な個性が輝く「人」づくり 

年齢、性別、国籍、障がいの有無等に関係なく、市民一人ひとりを 

地域社会の担い手として認め合い、それぞれが持つ能力や経験 

を最大限に発揮しながら輝いて生きる人をともに育てる。 

 

 

つながり、信頼し合う「地域」づくり 

市民、地域団体、産官学金労言士、連携中枢都市等により連携す 

る市町など、多様な立場や考え方を持った主体同士が互いに信頼 

し力を合わせあう地域をともにつくる。 

 

 

世界に飛躍する「活力」づくり 

姫路・播磨が持つ優位性や ICT・AI 等の先端技術などを活か 

し、世界に誇れる新たなまちの活力をともに生み続ける。 

 

 

命とくらしを支える「土台」づくり 

未来の市民を含め、誰もが健やかに、そして快適に住み続けられ 

るような土台（仕組みや基盤）をともにつくる。 

 

 

【姫路市新総合計画・分野別目標と SDGs との関連性】 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

姫路市新総合計画における９つの分野目標のうち、「５」、「１」、「４」については、本市が SDGs

未来都市として掲げる３つのテーマ（『経済』、『社会』、『環境』）にそれぞれ対応していると言え

る。これらの分野目標は、2030 年のあるべき姿にとっても指標であり、実現に向けた優先的なゴ

ール、ターゲットとなっている。 

  

人 

地域 

活力 

土台 

貧困 飢餓 保健 教育
ジェン
ダー

水・
衛生

エネル
ギー

成長・
雇用

イノ
ベー
ション

不平
等

都市
生産・
消費

気候
変動

海洋
資源

陸上
資源

平和
実施
手段

１　市民活動～多様な主体が
輝くまち～

● ● ● ● ● ● ● ●

２　健康福祉～命・くらしの支
え合い～

● ● ● ● ● ● ● ●

３　教育～生き抜く力の育成
と歴史文化の継承～

● ● ●

４　環境～環境にやさしいま
ち～

● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

５　産業～世界に誇れる価値
を生む地域産業の確立～

● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

６　観光・スポーツ～にぎわ
いと感動の創出～

● ● ● ● ● ●

７　都市基盤～交流と魅力を
支える都市基盤の構築～

● ● ● ● ● ●

８　防災・安全安心～災害等
に強く安全で安心な都市～

● ● ● ● ● ●

９　行財政運営～市民ニーズ
に応じた行政サービスの提
供～

● ● ● ● ● ●
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（３） 2030 年のあるべき姿の実現に向けた優先的なゴール、ターゲット 

 

（経済） 

１ 産業～世界に誇れる価値を生む地域産業の確立～ 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

 8，1 

8，3 

8，9 

 9，b 

指標：市内総生産（名目） 

現在（2017 年度）: 

2 兆 4,031 億円 

2030 年度： 

2 兆 8,837 億円 

 

 

新型コロナウイルスの世界的流行は、社会経済システムに大きな影響を及ぼしている。例え

ば、外出自粛要請等により、経済・雇用が不安化し、働き方や子どもの教育といった日々の生

活様式にも大きな変化をもたらしている。また、コロナ禍後、世界の潮流は、一斉にデジタル化

の推進やグリーン化に舵を切り始めている。日本においても、成長戦略の柱として「経済と環境

の好循環」が掲げられ、2050 年までに温室効果ガス排出量を実質ゼロとすることが宣言される

など、世界における脱炭素経済への移行の動きが顕著に表れてきた。 

本市は市街地、森林丘陵地域、田園地域、臨海部の工業地帯、中心部の商業地域等、地

域ごとに様々な産業が発展し、自然、設備・建物、人材、資金等の多様な資源を有しており、

あらゆる世代がそれらの貴重な資源を活用することにより市民生活や社会経済活動が成り立

っている。それらの地域資源を保全し持続的に活用していくことにより、自然と人、産業との調

和を図り、新たな地域循環共生圏を生み出し、そしてその発展と拡大を目指していく。これらの

推進には、当地の強みであるものづくり力を結集することが重要であり、業種・規模にとらわれ

ず新しい技術や製品・サービスを生み出し、都市としてのブランド力を高めるとともに、姫路・

播磨の経済成長と安定した雇用の創出を目指す。 

また、若者、女性、外国人をはじめ、あらゆる世代が創業しやすい環境を整備し、地域産業

の競争力を強化するとともに、地域の特色ある農林水産資源を活かした 6 次産業化の促進な

ど、多様な担い手による産業の振興を目指す。 

更に、本市は、観光地域づくりの司令塔としての役割を担う候補 DMO を有している。市民、

観光事業者、行政が一体となって観光客の受入環境を充実させるとともに、多彩な観光資源を

活かした施策や広域観光の取組により、国内外から多くの観光客が訪れる観光都市として、交

流人口の拡大と観光産業の振興を通じた地域経済の活性化を目指す。 
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（社会） 

２ 市民活動～多様な主体が輝くまち～ 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

  

4，7 

11，3 

 

指標：定住人口 

現在（2015 年 10 月）： 

53.6 万人 

2030 年 10 月： 

51.8 万人 

 

新型コロナウイルス感染拡大は、社会のしくみ、市民生活のあり方について、根本的な変革

をもたらした。例えば、三密の回避、非接触ニーズの高まり、テレワークの定着、教育現場での

リモート化をはじめ、社会の多岐にわたる分野に不可逆的な影響を及ぼしている。 

また新型コロナ禍は、同時に日本のデジタル化の遅れや世界的な格差拡大の現実を一気に

浮き彫りにした。デジタル化、DX の推進は、少子高齢化が進むわが国、とりわけ地域社会の

存続・発展に欠かすことのできないツールである一方で、ネット社会におけるインターネットに

よるいじめや、性的マイノリティへの差別など人権課題も複雑化、多様化する中で、社会の分

断を避ける知恵も求められる。 

ポストコロナ時代においては、市民一人ひとりの人権が尊重され、性別（ジェンダー）や年

齢、国籍などの多様性を認め合うことができるように、すべての年代において SDGs 教育の実

践を推進するとともに、文化芸術を通じてその創造力や感性を高めることで心豊かに、自分らし

く生活できる社会の実現が求められており、「だれ一人取り残さない」状況を目指す。 

また学校教育においては、学習指導要領前文に謳われる「あらゆる他者を価値のある存在

として尊重」「多様な人々と協働しながら様々な社会的変化を乗り越え」「持続可能な社会の創

り手となる」といった SDGs に通じる理念の普及に加えて、地域社会の一員としての自覚を促す

ための教育環境整備が求められる。 

新型コロナ禍をきっかけに、従来からの東京一極集中の動きに生じた変化が生じている。こ

のような国民の意識変化を捉えて、多様な主体が活躍できる場を創り出すことにより、持続可

能なまちづくりを目指していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



10 

 

（環境） 

３ 環境～環境にやさしいまち～ 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

7，1 

7，2 

12，5 

13，2 

指標：市域の温室効果ガス排出量の削減 

現在（2013 年度）： 

10,887kt-CO₂ 

2030 年度： 

8,044kt-CO₂ 

 

播磨臨海工業地帯の中心地域である本市においては、産業部門からの温室効果ガス排出

割合が全国の約 2 倍であることから、市域の温室効果ガス排出量削減が今後取り組むべき重

要な課題である。 

今般、2021 年度を始期とする新たな環境基本計画において 2050 年カーボンニュートラルを

目指す方向性を掲げるとともに、2021 年 2 月に「ゼロカーボンシティ」の表明を行うことにより、

市民、事業者、行政などすべての主体が、環境の大切さを理解し、日常生活や経済活動の中

での 2050 年脱炭素社会の実現に向けた取組を進めることで環境・経済・社会の統合的向

上を図るとともに、自然と人との共生、資源の循環が進んだ、持続可能な社会の実現を目指

す。 

特に、カーボンニュートラル達成のキーテクノロジーとされ、発電・輸送・産業など幅広い分野

で活用が期待される水素の利活用拡大に向けた取組をあらゆる分野で進める他、再エネ設備

の導入支援など脱炭素化に向けて事業者との連携を図ることや、公共施設への再生可能エネ

ルギー設備の導入に併せて災害時や感染症対策にも資するレジリエンス向上に寄与する機能

を付加し、ＳＤＧｓが示す複数課題の解決の要素を取り入れた脱炭素化と強靭化の同時実現を

目指す。 

また、本市のごみ排出量はほぼ横ばいで推移しているものの、資源化率は低下傾向にあ

る。環境への影響に配慮しつつ、適正に廃棄物処理を行っていくためには、廃棄物の発生抑制

（リデュース）、再使用（リユース）、再生利用（リサイクル）の３Ｒを進めるとともに、プラスチック

の資源循環をより一層推進させるため、新たにボトル to ボトル事業を展開するべく、検討を進

める。   

さらに、ごみの排出から、収集・運搬、処理までのごみ処理フローを安定的に機能させてい

く。今後、ごみ焼却施設の更新に伴い整備する新たな美化センターについては、高効率のごみ

焼却機能を備えるだけにとどまらず、地域の資源やエネルギーを回収し、それを地域に還元す

る循環型社会の象徴となる施設とすべく検討を進める。 
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１．２ 自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組 

（１）自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組 

①経済面の主な取組 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

 

 4，7 

8，3 

8，5 

8，9 

9，2 

 9，b 

指標：製造品出荷額等の全国シェア、県内シェア(3 年平均) 

現在（2016～2018 年） 

全国シェア：0.74％ 

県内シェア：14.97％ 

2021～2023 年 

全国シェア：0.74％ 

県内シェア：14.97％ 

指標：市内従業者数 

現在（2016 年）： 

246,712 人 

 

2023 年： 

     248,500 人 

 

 

2，3 

2，4 

2，a 

 

指標：農業産出額（推計） 

現在（2018 年）： 

     6,330 百万円 

2023 年： 

    6,940 百万円 

 

１ 将来の SDGs を牽引する産業人材の育成 

幼少期より気候変動・エネルギー・資源等、各種地球規模での問題を身近に感じ、当地の

将来の SDGs を先導することが期待される高校生などの若い世代を対象に人材育成を図る。 

高度な技術や専門的知識、そして文化、芸術等も含め、包摂的な課題認識や世界的な

SDGs 解決の視点を備えた人材を、関係機関との連携により国際交流を通じて育成し、姫路の

新たな価値を生み出す原動力とする。 

 

２ 多様な人材が活躍できる労働環境づくり 

ICT や DX 等の導入、活用による生産性の向上や働き方改革の推進を図ることで、若者や

女性、高齢者、障がい者、外国人などの多様な人材が、それぞれのライフスタイルやライフステ

ージに応じた働き方で、能力や経験を活かしながらディーセント・ワーク(働きがいのある人

間らしい雇用)に勤しめる労働環境づくりに取り組む。 

 

３ 地域経済の持続的発展を支える企業集積の推進と創業支援 

【持続的発展を支える企業集積】 

循環型経営を実践し、SDGs の先駆的な取組を進める企業や、若者や女性など多様な人材

の活躍を推進する企業の誘致を進める。また、企業のニーズを踏まえ、様々な視点からの工場

や事業所の適地創出に努めるなど、立地環境の充実を図る。 
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また、脱炭素化社会を進めるため、再生可能エネルギーの導入促進のほか、次世代エネル

ギーとしての液体水素の輸入基地整備など、積極的に推進する。 

【新たなビジネスにチャレンジできる環境づくり】 

地域に新たな活力を生み、成長産業の発展を加速させるため、国や兵庫県、関係機関と連

携しながら、個人の創業や企業の新事業・新分野への進出を支援し、新たなビジネスにチャレ

ンジしやすい環境づくりに取り組む。 

 

４ 新製品・新技術の開発や成長産業への参入と脱炭素化への投資促進 

成長が見込まれる分野でのイノベーションを促進するため、企業が気軽に相談できる窓口

や、実験できる環境の整備を行うなど、企業、大学、播磨圏域の機関等との共同研究・開発に

よる新製品・新技術の開発を促進する。 

また、SDGs や ESG 投資への関心が高まるなか、2050 年における脱炭素社会の実現を念

頭に、蓄電システムや充放電設備（V2H）など再生可能エネルギーの利用拡大につながる技術

の普及を促進し、事業者の環境・エネルギーなどの成長産業への参入へ向けた機運醸成や事

業活動の脱炭素化を促進する。 

 

５ 多様な担い手の育成（IoT 等、先端技術を活用した生産性の向上） 

本市の農業は、全国同様、人口減少や高齢化等により、働き手の減少が予測されるなか、

従事する人を増やすためには、効率的で収益性の高い、魅力ある産業となる必要がある。その

ためには、従事者への技術や経営ノウハウ等に関する教育の充実を図り、また農業に関して

は、持続可能な地域農業が展開できるよう、集落営農の組織化を進める。さらに、ICT を活用し

た次世代農業技術の導入や生産・加工・販売をつなぎ合わせた 6 次産業化、農商工連携等

にも取り組み農産物の高付加価値化を推進して

いく。 

さらに、地方創生の流れの中で、UIJ ターンに

より農山村地域への移住ニーズも高まりつつあ

ることから、移住者が集落に溶け込むことができ

るよう、受け入れ体制の構築を目指す。 

 

 

６ 良質な交流を生み出す観光の推進と体制構築 

本市は、2019 年に外郭団体である公益社団法人姫路観光コンベンションビューローが候補

DMO に登録され、現在、本登録に向けての準備を進めている。現在、国内外の観光客を誘致

するために、観光データを駆使した観光戦略の立案・推進や、本市が国内外に持つ姉妹都市・

姉妹城との交流を深めることなど、より密接なパートナーシップの構築に向けた取組を推進して

いる。 

日本社会と国際社会がデジタルで繋がりやすくなった昨今、引き続き、データを活用したマー

ケティングに基づく観光客の誘致やウイズコロナとしての「リアル」と「バーチャル」の融合による

新たな観光体験・商品の開発を行うとともに、戦略的パートナーシップ構築のために新たな姉

妹都市・姉妹城の締結も含めた検討を進めていく。 

 

 

ドローンを用いた農薬の散布 
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７ 姫路の歴史的・文化的な魅力を伝えるシティプロモーションの展開 

世界文化遺産のまちとしての歴史的・文化的な魅力を、ICT（情報通信技術）の進展やソーシ

ャルメディアの普及などに対応した手法により効果的に発信するとともに、姉妹都市等との連

携・交流やメディア芸術を活用したシティプロモーションを展開する。 

 

②社会面の主な取組 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

11，3 

 

指標：東京圏（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県）・大阪府へ

の転出超過数 

現在（2019 年）： 

994 人 

2023 年： 

694 人 

 

4，7 

 

指標：国際交流イベントの参加者数 

現在（2019 年度）： 

     20,958 人 

2023 年度： 

     21,000 人 

 

11，4 指標：文化拠点施設の入館者数 

現在（2017～2019 年度平均）： 

     1,338,401 人 

2023 年度： 

     1,314,000 人 

 

１ 国際感覚豊かな人材の育成 

社会や生活のあらゆる場面でグローバル化が進展する中、地域の課題は他国や地球全体

の課題に繋がり、また他国や地球全体で起きている問題は自ら住む地域に影響するといった

相互依存性が高まっている。 

本市では、多文化共生の推進に向け、出前講座や講演会の開催などにより、異なる文化や

価値観、ジェンダー平等を理解・尊重し、互いを認め合える国際感覚が豊かな人材を育成して

いる。 

日本人としてのアイデンティティや日本文化に対する深い理解の下、外国語指導助手（ALT）

や海外生活の経験者及び海外姉妹都市等の子ども達との交流を図る。また、海外留学などを

通して、豊かな語学力・コミュニケーション能力や異文化理解の精神など国際的視野に立って

主体的に行動することができる資質・能力を身に付け、多様な文化を持った人々と共に生きる

価値観を形成していく。 

 

２ 国際交流・協力活動のさらなる活性化 

海外姉妹・友好都市、姉妹城、観光友好交流協定による海外都市とのつながりを活用し、

互いの文化を相互に発信する取組を進めることが重要である。本市の国際交流センターでは、

毎年夏休みを利用して、「海外姉妹都市青少年交流事業」を実施し、市民レベルでの交流を促

進するだけでなく、「ひめじ国際交流フェスティバル」や「国際交流スプリングフェスティバル」な

どのイベントを定期的に開催し国際交流・協力活動を推進している。 

引き続き、これら事業の活性化を図るとともに、将来を担う若者が多様な文化に触れ、国際

交流の機会を増やすためにも、姉妹都市提携も含めた新たな候補地の検討を進めていく。 

 



14 

 

灘のけんかまつり 書写山圓教寺 

３ 次世代の文化芸術を担う人材の育成 

文化芸術は、人と人とを結び付け、相互に理解し、尊重し合う土壌を提供するものであり、人

間が協働し、共生する社会の基盤となるものである。また、文化の交流を通じて、多様な文化を

認め合うことにより、国境や言語、民族を超えて、人々の心が結び付き、世界平和の礎が築か

れる。 

これらの考えより、本市では、将来を担う子供たちや若い世代、若手芸術家等に鑑賞や発表

の機会を提供し、豊かな感性や創造性を育むとともに、世界各国の人々の心を結ぶ国際人材

として活躍する担い手の育成を図っている。 

子どもたちが文化芸術に触れる機会の強化としては、小学生を対象に各方面の専門家を派

遣する。また、姫路市ジュニアオーケストラをはじめ、面白山ヴァイオリン教室や姫路市児童合

唱団等、学校以外でも子どもたちが文化芸術を鑑賞・体験できる機会を強化する。 

更に、「音楽のまち・ひめじ」事業を展開し、音楽を通した文化力の向上と交流機会の創出

や中学生から 25 歳までの若者が自身で演劇製作を行う「キャスパシアタープロジェクト」等の

事業を通じて、文化芸術人材の育成に努めている。 

他にもプロのアーティストを目指す若者の登竜門として、本市で実施される「姫路パルナソス

音楽コンクール」や「上田晴子ピアノスクール『マスタークラス』」をはじめ、「和辻哲郎文化賞」、

「姫路市芸術文化賞」、「姫路市美術展」等、学術研究や文化芸術活動に対する顕彰に取り組

んでおり、若い文化芸術関係者が世界に羽ばたく機会を創出する。 

 

４ 伝統文化継承のための取組の推進 

国際交流に注力するあまり、副作用（トレードオフ効果）として発生しうるのは、地元伝統文化

への意識の薄れである。 

本市には、「世界遺産・国宝姫路城」をはじめ、西国三十三所のうち最大規模の寺院で西

の比叡山と呼ばれる「書写山圓教寺」、姫路城の西側に位置する姫路城西御屋敷跡に再現さ

れた日本庭園「好古園」等、市民が歴史や文化に触れる機会に恵まれている。また、「播州秋

祭り」をはじめ、播磨国総社で 60 年に１度開催される「一ツ山大祭」、20 年に一度開催される

「三ツ山大祭」等、歴史と風土の中で培われた固有の伝統文化を有する。 

これら地域に根付いた伝統文化に触れることで、郷土への愛着をはぐくみ、アイデンティティ

が醸成される。しかしながら、少子高齢化による担い手不足から、存続が懸念されているものも

あり、後継者育成は急務となっている。小中学校では、地域に残る伝統的な行事・文化遺産等

について調べる学習や伝統的な歴史文化などに親しむ学習等を計画的に取り入れ、伝統文化

の継承を進めていく。 

本市が目指す国際人材の育成には、「自国や地元の魅力を海外の方に伝えられる」ことも当

然含まれている。 
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③環境面の主な取組 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

11，6 指標：1 人 1 日当たりの家庭系ごみ排出量 

現在（2019 年度）： 

       508．7ｇ 

2023 年度： 

        469.3ｇ 

 

12，5 指標：一般廃棄物の資源化率 

現在（2019 年度）： 

 15.0％ 

2023 年度： 

        17.1％ 

 

12，5 指標：一般廃棄物の最終処分量 

現在（2019 年度）： 

15,573ｔ 

2023 年度： 

       13,246ｔ 

 

13，2 指標：市域の温室効果ガス排出量の削減 

現在（2013 年度）： 

10,887kt-CO₂ 

2023 年度： 

10,051kt-CO₂ 

 

１ 水素エネルギーの利活用に向けた環境整備 

本市では、再生可能エネルギーの普及拡大を目指し、2014 年度から 2019 年度まで一般家

庭向けに家庭用燃料電池の設置助成を実施し、延べ 1,745 件の導入を助成した。2020 年度

は、公用車へのＦＣＶ導入に加え、2021 年 4 月に操業を開始する水素ステーションの整備や、

同時期に市内で運行を開始する燃料電池バスの導入に要す費用を助成するなど脱炭素型の

交通利用環境の整備を促進している。 

また、法人・事業者が電気自動車や燃料電池自動車を導入する費用の助成制度を設けて

おり、特に、燃料電池自動車の導入に対する補助額の上限は最大 100 万円/台と東京都と比

肩する全国最高水準である。さらに、2021 年度からは市内のタクシー事業者を対象に加え、交

通網のさらなる脱炭素化を図っていく。 

さらに、兵庫県が策定する「兵庫水素社会推進構想」に

おいてポテンシャルの高さが示されている本市臨海部への

水素受入基地の誘致やＬＮＧ発電所での水素の混焼発電

を見据え、事業者に対する水素エネルギーの需要創出や

水素サプライチェーンの構築に向けて取り組む。その上で、

兵庫県と協調し、水素関連企業が集積する兵庫県臨海部

一帯で水素関連事業の振興と発展による経済の活性化を促

進し、電力のグリーン化と企業のグリーン成長を両立させ、

2050 年カーボンニュートラルと持続可能な経済活動の実現に寄与する。 

なお、直近のニュースによると、2020 年 12 月 23 日、ポーランドのクルティカ気候・環境大

臣と江島経済産業副大臣は、2050 年のカーボンニュートラルに向けて、今後の政策の方向性

について話し合い、水素を含むエネルギー・環境分野で両国間の協力を一層進めていくことを

確認した。明けて 2021 年 2 月 2 日、ポーランド政府は「2040 年までのエネルギー政策」を承

認。2018 年時点で発電電力量の 77％を石炭に依存している状況を改善するため、運輸部門

水素基地（出典：資源エネルギー庁） 
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において電気や水素を燃料とするモビリティの技術開発を推進することで、人口 10 万人以上

の都市で 2030 年までに公共交通部門におけるゼロ・エミッションを目指すことを発表している。

クラクフ市もこの例に漏れず、当市とともに同事業を推進するに相応しいパートナーであると言

える。 

 

２ 強靭性（レジリエンス）の向上に資する環境活動の推進 

本市では再生可能エネルギーの普及拡大を図るため、2009 年度から 2019 年度まで一般家

庭向けに太陽発電システムの設置助成を延べ 6,409 件実施した。助成対象としたシステムの

出力合計は 28,718ｋｗで、これは約 9,650 世帯の年間消費電力に相当する。（一般家庭の年

間電力消費量 2973.6kwｈ：電事連） 

2020 年度からは、これらの住宅用太陽光発電設置家庭の固定価格買取制度期間の終了を

見据え、家庭における平時の温室効果ガス排出の削減と災害時など非常時の電源機能の確

保を目的に家庭用蓄電システムの設置助成事業を開始し、事業実施初年度は、225 件の実績

があった。 

また、燃料電池バス車両保有事業者から電源として車両の提供を受けて避難所に電力を供

給するための協定を締結し、防災・減災対策を図るなど、脱炭素と強靭化を同時に実現できる

まちづくりを目指す。 

   さらに、避難所である公共施設に太陽光発電システ

ム、蓄電池、外部充放電設備（Ｖ２H）を導入し、再生可

能エネルギーや電動車を活用して、公共施設の脱炭素

化とレジリエンス機能の向上を図る取組を実施し、その

効果を検証する。  

  「姫路市強靭化計画」の個別施策において「自立・分

散型エネルギー等の導入促進」に取り組むこととしてお

り、今後は同計画に基づき、外部給電機能を備えた車

両や家庭用蓄電システムなどの普及促進を図る。 

 

３ 地域循環共生圏の拡充 

多様な自然環境を有する地域特性や資源を活かし、地理的表示 GI を取得した酒どころ「は

りま」など地域ブランドや地場産品の開発・販売・ＰＲなどの地域おこし支援や、グリーンツー

リズムやブルーツーリズムなどの自然環境や地域に伝わる伝統行事・祭礼などの有形無形の

文化を活かした「姫路城プラスワン」の観光地としての魅力向上による滞在型観光の推進によ

り、域外からの交流人口の流入を図り、地域の魅力向上と若者の定住の促進と地域への愛着

の深化を図り、地域におけるヒト・モノ・カネ・コトの好循環を促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

路線バスで運行している燃料電池バス 
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４ 地球温暖化対策に寄与する脱炭素型のまちづくりの推進 

脱炭素型の製品への買換えやサービスの利用など、地球温暖化対策に資する賢い選択を

促す国民運動「COOL CHOICE」を推進し、環境にやさしいライフスタイルと事業活動への転換

を促進する。 

 また、地域の特性を活かした再生可能エネルギーの導入

促進により自立・分散型エネルギーの普及を図るなど、地

域資源を持続可能な形で活用する。 

さらに、次世代のエネルギーとして注目される水素エネル

ギーの利用拡大に向け、水素ステーションの整備や燃料電

池自動車の普及を促進する。 

 

５ ３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）の推進 

製品の生産から廃棄までのライフサイクル全体で、資源を無駄なく有効に活用するため、廃

棄物の発生抑制をはじめ、リユース市場の活性化などを通じた廃棄物の再使用や、分別排出

の徹底による廃棄物の再生利用を促進する。 

また、食品ロスの削減については、自治体としては全国初

となるフードシェアリングサービス「Utteco Katteco by タベス

ケ」を展開し、姫路から日本の食品ロスを削減する。海洋ご

みの原因となる廃プラスチック類の排出抑制などについて

は、市民にとって身近なプラスチックの資源循環をより一層

推進させるため、新たにボトル to ボトル事業を展開するべ

く、検討を進める。 

 

  

フードドライブイベント 
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（２）情報発信 

（域内向け） 

広報紙やホームページ、チラシ類を活用するのはもちろんのこと、公共施設での教養講座、

民間企業への出張講座等の座学に加え、各種イベントにブース出展するなど、積極的に情報

発信していくことで市域全体の機運醸成を図る。 

また、公用車へのラッピング、姫路城をスクリーンと見立てたプロジェクションマッピングなど、

従来の概念を超えた活用を行うことで、市民に強いメッセージを与える。 

他に、本市ホームページの他、インスタグラム、フェイスブック、ツイッター等の多様な SNS を

組み合わせ、効果的に市民や地元企業とのコレボレーションや域外・海外との協力状況を PR

していく。 

 

（域外向け（国内）） 

地元の新聞、テレビ、雑誌を中心としたメディアを通じて発信する他、域内同様ホームページ

や多様な SNS を通じて発信する。 

また、本市に乗り入れる公共交通機関を活用し、鉄道であれば車内広告、バスであれば高

速バスの車体をラッピングするなど、日頃から往来のある地域を対象に情報発信を強化する。

他に、本市への来訪者が多く利用すると思われる JR 姫路駅（平成 30 年度の乗車人数 51,802

人/日）に設置されたデジタルサイネージを活用し、SDGs 未来都市としての取組を広く周知す

る。 

さらに、本市に所縁があり、市外の方とのつながりが多く、多方面でご活躍の方に「姫路ふる

さと大使（ひめじ観光大使）」に就任いただき、現在 236 名と 1 団体の方々により当地の観光、

文化、スポーツ、MICE 等を中心に、魅力を国内外に積極的に発信していただいている。 

 

（海外向け） 

全体計画で前述の通り、本市は、1965 年に初めて海外の都市（シャルルロア市（ベルギー））

と姉妹都市提携を結んで以降、現在では 6 つの姉妹都市・友好都市、2 つの姉妹城、1 つの

観光交流協定がある。いずれも青少年の相互派遣や視察訪問を行って交流を深めるだけでな

く、この提携を活用して SDGs に係る意見交換会や情報発信を行っていく。 

また、今後予定されている国際的なイベントは海外に向けてアプローチできる好機であり、積

極的な情報発信を行っていく。 

 

今後の予定  

2021 年 10 月 第 72 回 WHO 西太平洋地域委員会（本市にて） 

2022 年 5 月  ワールドマスターズゲーム関西 2021（本市で一部競技を予定） 

2025 年 4 月  2025 年日本国際博覧会（大阪市） 
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（３）全体計画の普及展開性 

（他の地域への普及展開性） 

本市が先陣を切って取り組む国際交流事業は、周辺地域と連携することで、播磨圏域一円

にとってのインバウンド需要へと昇華される。 

また、「高校生をはじめとする若者が、進学や就職を機に東京・大阪圏などの都市へ転出し

ている実態」は、多くの自治体で共通する喫緊の課題である。本市は、「定住人口」「交流人口」

「関係人口」を増加させることで解決を試みているが、これは他の自治体においても有効な解決

モデルになると考える。 
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１．３ 推進体制 

（１） 各種計画への反映 

１ 姫路市総合計画 

 2021 年度からの新総合計画では、「姫路市 SDGs 未来都市計画」に盛り込まれた 2030 年度

のあるべき姿を基本に、本市の将来像や長期的かつ基本的な施策の方向性を記載している。

（基本構想は 10 年計画、実施計画は毎年度改定） 

 

２ 播磨圏域連携中枢都市圏ビジョン 

 2015 年、本市を連携中枢都市とする 8 市 8 町（相生市、加古

川市、赤穂市、高砂市、加西市、宍粟市、たつの市、稲美町、播

磨町、市川町、福崎町、神河町、太子町、上郡町、佐用町）から

成る播磨圏域連携中枢都市圏が形成された。2020 年 3 月に制

定した 2 期目のビジョンでは、連携協約に SDGs の観点を織り

込んでいる。（５年計画） 

 

３ 姫路市経済振興ビジョン 

地域経済の安定化と持続的な発展を目指し、姫路市産業を

取り巻く社会経済的な変化を捉え、本市産業の将来像や基本的な施策の方向性を示すもの。

令和３年度より改定する新たなビジョンは商業分野など幅広い分野の経済振興に取り組むため

のビジョンとしている。（５年計画） 

 

４ 第２期姫路市教育振興基本計画 

「ふるさと姫路の未来をひらく人づくり」を基本理念に、第 1 期計画における取組の検証や、社

会情勢・教育環境の変化等を踏まえ、今後 5 年間の本市教育の方向性を示すもの。（５年計

画） 

 

５ 姫路市環境基本計画 

 2021 年度からの環境基本計画では、「姫路の環境をみんなで守り育てる条例」の理念を実現

すべく、環境の保全と創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進する必要性が説かれてお

り、持続可能な社会の形成を目指している。（10 年計画） 

 また、2050 年までの脱炭素社会の実現に向けた取組方針を明記するとともに、環境指標の

重点指標として「市域の温室効果ガス排出量」を位置付けている。 

 

６．その他の各種計画 

今後策定する各種計画についても、総合計画との整合性を図りながら、SDGs の視点を併せ

持つ計画となるよう、改定していく予定である。 
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（２） 行政体内部の執行体制 

【体制図のイメージ】 

 

市を挙げて SDGs の取組を推進していくため、市長を本部長、副市長を副本部長とする「(仮)

ひめじ創生 SDGs 推進本部」を設置する。市長のリーダーシップによる推進力はもとより、全庁

的な執行体制のもと、既存の行政分野にとらわれることなく、実効性を重視して総合的・横断

的に施策の推進を図っていく。また、産官学金労言が参画する外部会議である「ひめじ創生戦

略会議」にて、指標に対する進捗状況の評価検証を行い、フォローアップ体制を整える。 
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（３） ステークホルダーとの連携 

 

１．域内外の主体 

(1) ひめじ SDGs 推進プラットフォーム 

姫路商工会議所の会員企業（製造・建設・小売・エネルギー・信用金庫・地方銀行）

で組織され、会員事業所における SDGs の積極的な推進を目的に 2020 年 11 月に姫路商

工会議所内に設置している。会員事業所への SDGs の啓蒙活動をはじめ、事業者が SDGs

に取り組みやすい環境整備等について行政等への働きかけも含め、研究が進んでいる。 

 

(2) 連携協定締結企業 

   姫路市は、様々な業態の民間企業等との連携協定を締結し、官民連携を推進している。そ

れらの民間企業等は、行政にはないノウハウやつながりを持っており、SDGs を推進するに

あたっても、多大な協力が期待できる。 

 

(3) 学校法人摺河学園（姫路女学院高等学校） 

世界共通の目標 SDGs を根幹に、豊かな教養を生かして世界の舞台で活躍する「国

際教養人」を目指す教育の他、様々な事業を実施している。ポーランドのナザレ校と

姉妹校提携を結んでいることもあり、かねてより交換留学も盛んでノウハウも持って

おり、2020 年 12 月には米国に所在するプロビデンスカントリーデイスクール及びマ

ーセッドカレッジと協定を交わしたことにより、姫路女学院修了後の米国大学進学プ

ログラムも開設した。当市は主に国際教育面で、当学園と自治体モデル事業を連携し

て展開することにより、地域社会で共生可能な国際人材の育成及び国際交流の推進を

図る。 

 

(4) 一般社団法人播磨ひとづくりコンソーシアム 

   若者の地元定着及びリーダーシップの育成を目指し、地域の学校・園及び地場産業

企業、行政をつなぎ、播磨地域が将来にわたって自活できる基盤づくりを支援する。 

 

(5) NPO 法人（フードバンクはりま） 

   品質には問題がないが過剰在庫等により廃棄されてしまう食品等の提供を企業や個

人から受け、それを必要としている生活困窮者や福祉施設、子ども食堂等に届けるフ

ードバンク事業を行っており、本市とは 2019 年 9 月よりフードドライブ活動を共催

している。 
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２．国内の自治体 

 (1) 播磨圏域連携中枢都市 

本市を含め、播磨地方の 8 市 8 町で構成しており、2020 年 3 月に改定された新ビ

ジョンにおいては、SDGs に係る取組を開始している。 

姫路市は、播磨圏域の市町と連携し、播磨圏域全体を活性化し、圏域の魅力を高め

る取組を行っていくとともに、姫路市が取り組む先導的な事業を播磨圏域の市町に横

展開できるよう努める。 

 

 (2) 倉敷市、福山市 

   同時期に圏域を形成した連携中枢都市として、両市とは担当者レベルで頻繁に会合

を開催し、意見交換等を実施している。 

 

(3) 姉妹都市 

   松本市（長野県）と鳥取市（鳥取県）とは、長年に亘り姉妹都市の関係にあり、

SDGs の取組紹介等も通じて新たな連携を模索し、SDGs の普及展開も図っていく。 

 

３．海外の主体 

 (1) 姉妹城等 

ポーランド・クラクフ市（市長と書簡交換済。近年締結予定）、フランス・ロワー

ズ県（シャンティィ城）、英国・北ウェールズ（コンウィ城）とは姉妹城の関係があ

り、ドイツ・バイエルン州（ノイシュバンシュタイン城）とは友好交流協定を締結し

ている。今後は、SDGs の取組紹介等も通じで新たな連携を模索し、SDGs の普及展開

を図っていく。 
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(2) 姉妹都市 

シャルルロア市（ベルギー）、フェニックス市（アメリカ）、アデレード市（オース

トラリア）、クリチーバ市（ブラジル）、太原市（中国）、昌原市（韓国）とは、長年

に渡り姉妹都市の関係にあり、定期的に学生の派遣・受入等を実施している。今後

は、SDGs の取組紹介等も通じで新たな連携を模索し、SDGs の普及展開も図ってい

く。 

 

（４） 自律的好循環の形成へ向けた制度の構築等 

SDGs の普及を進めていくためには、市民だけでなく、民間企業の協力も不可欠であ

る。姫路商工会議所の調査によると、本市の民間企業における SDGs の認知度は依然と

して低いという結果が出ている。「登録・認定等の制度」の設定は、SDGs 達成に向けた

市内事業者の取組の「見える化」を行い、様々なステークホルダーや地域金融機関と連

携して市内事業者への支援を実施することで、さらなる取組の推進及び裾野の拡大をも

たらし、市内における SDGs の取組の活性化につながるものと考えている。これによ

り、地域課題等の取組に対する評価や貢献度などを対外的に明示でき、企業の認知度向

上に結び付くことで、企業の持続可能性を高めるものと思われる。 

具体的な制度の概要について、現状は研究を続けている段階であるが、「2050 年カー

ボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」を踏まえ、カーボンニュートラルに関する

内容を盛り込むこととしている。その他の項目については、当地の実情に応じた独自の

評価基準を設定するとともに、登録・認定等をする側もされる側も、過度な事務的負担

が生じることのないように配慮する。また、地域金融機関をはじめとするステークホル

ダーとの情報交換を密に行うことで、更なる取組の推進と地域の自立的好循環の形成を

加速させることができる。 
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１．４ 地方創生・地域活性化への貢献 

 

将来にわたって、活力が溢れ、人が行き交う元気なまちを維持するためには、急激な人口減少

を避けるとともに、世代間のバランスが取れた、安定した人口構造を実現することが肝要になる。 

姫路市が描く SDGs 未来都市の取組は、郷土愛を育み、脱炭素型のライフスタイルを身につけ

た SDGs マインドを持つグローカル人材の育成と、日常生活や経済活動の中で、2050 年脱炭素

社会の実現に向けた「ゼロカーボンシティ」の取組である。 

姫路で育ったグローカル人材は、本市の魅力を世界に PR できるだけでなく、ジェンダーフリー

な SDGs の精神の根付いた暮らしやすいまちとして、国内の移住者に呼びかけてくれる。また、高

度な専門知識を有する外国人材を受け容れることで、従来にないイノベーションを引き起こす土

壌の醸成が期待できる。 

このグローカル人材を育成する取組を市民や経済界等とともに連携・協働していくことにより、

姫路市の地方創生「ひめじ創生」を推進していく。 
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